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＜はじめに＞
近年、グローバル化が進むなか世界各国の関係はますます親密化してきている。とりわけ、直接投資は急速に拡大し、資本や生産技術が国境を越えて移動するようになってきた。韓国はアジア通貨危機後の経済立て直しをはかるために、積極的に外資導入を呼び込み、中国は経済特区を設けるなど、対内直接投資を自国の成長に使うために国をあげて大規模な政策をとる国も多い。そこまで力を注ぐ理由は一つ、対内直接投資には経済を発展させる大きな効用があるからだ。
それにもかかわらず、日本の対内直接投資は極端に低い。対日投資委員会や構造改革特区制度など、積極的な政策をとりはじめているにも関わらず、その効果は顕著には表れていない。世界経済が地域間の企業誘致競争へシフトしているなか、対外直接投資が対内直接投資を上回る今日の日本の現状は、日本が国際市場において企業誘致競争に負けつつあることを意味している。先進国でインフラが整備されていて、国民の購買力の高い日本は魅力的な市場のはずである。なぜ対内投資が少ないのかを明らかにし、日本の潜在成長力をいかすよう対内投資拡大策をとることによって日本経済を明るくさせる、というのが我々の目的である。
現在の対日直接投資は首都圏に集中していているが、地方には首都圏にない魅力があるはずである。日本の地方に興味を持つ外資系企業は少なくないのに、実現の例は多くない。政権主導の対日直接投資拡大政策では地域の特色を生かした対日投資が生まれづらく、現存の制度の不備なども明確にはならない、という考えから、我々は地域主導型での対内投資拡大策を提唱する。地域ごとに対日投資の呼び込みを提案させ、対日投資の呼び込みを積極的にしていくべきである。
第1章 　　～現状・問題意識～
１　対日直接投資とは、対日投資を呼び込むメリット
＜対日投資とは＞
まず直接投資とは、多国籍企業が外国でみずから事業を手がけるために行う投資である。直接投資の目的は、投資先の経営に参加して事業収益をあげることにあり、その意味で実物的な投資と言える。対日直接投資はそれの日本国版であり、外国から日本に行われる直接投資である。
直接投資は主に
1、 新たに投資先国に法人を設立する形態のもの（グリーンフィールド投資と言われ　　　るもの）
2、 既存の投資先国企業と株式取得・交換を通し、提携などパートナーシップを結ぶもの
3、 既存の投資先国企業を買収するもの
の３つに分類することができる。
＜呼び込むメリット＞
対日投資を呼び込むことによってさまざまな利点が得られる。最も大きな利点が、経営体制の改善と雇用の拡大である。外国の優れた経営資源が移転し、日本の保守的な経営体制が改善されて産業の構造改革が進み、日本企業の競争力が増す。また、雇用については、グリーンフィールド投資は、確実に雇用を創出する。さらに、M&A投資も、経営再建後に雇用創出につながる可能性が高い。この二つが最も大きいメリットである。他の諸国では外資系企業が雇用、設備投資に重要な貢献をしている。そのうえ、法人税や所得税など企業からの税収の増加も見込まれる。対内投資が地方に及んだ場合は地域の雇用や発展につながり、地域の企業への波及効果もみられる。さらに商品が多様化することによって消費者は選択の幅が広がり、消費者利益の拡大がはかられ、国境を越えた投資によって外国との関係が深まり、新たな国際関係が構築される可能性がある。日本では対外投資額が対内投資額を大きく上回り、産業の空洞化が問題になっている。対内投資額を増やすことは産業の空洞化を防ぐという利点も生む。　
　上記に挙げた事柄から私たちは対日投資を増やすことによる、日本経済の活性化に目を向けて、その対日投資を地方に呼び込むことによる地域経済の活性化から日本全体を盛り上げていこうという方向で研究を進めていくことにした。
２　対日直接投資の現状と課題
＜現状＞
対日投資の現状として日本と他国との対内直接投資残高（対ＧＤＰ比）を比較したグラフをＪＥＴROを基に作成し比較してみる（２００７年）。
日本が３．０％なのに対し、先進国平均は２７．２％、同じ東アジアの韓国、中国と比較してみても中国は１０．１％、韓国は１２．３％と日本が他の諸国に比べても大きな後れを取っていることが分かる。（図１を参考）
対内投資と対外投資をまた比較してみると、対外投資に比べて対内投資が約三分の一しかないことが分かる。この格差は産業の空洞化の問題を引き起こしてしまっている。（図２を参考）
このように対内投資が少ないことによって問題が生じている。まず、経営体制の改善、設備投資拡大の機会を失っている。次に、産業の空洞化による雇用状況の悪化を招いている。設備投資の面で見てみると他の諸国は外資系企業が雇用、設備投資に重要な貢献をしている。
なぜ対日投資がここまで少ないのだろうか？
＜課題（阻害要因）＞
まず外資系企業へのアンケート調査により、対日投資の阻害要因は何なのか明らかにしていこうと思う。（「２００９年　外資系企業動向調査」を参考　図３）
主な阻害要因として
・ビジネスコストの高さ（６９．３％）
・日本人ユーザーの要求水準の高さ（６１．２％）
・人材確保の難しさ（５６．９％）
・日本市場の閉鎖性、特殊性（５０．８％）
などが挙げられる。
初めに一番の阻害要因となっているのはビジネスコストの高さについて見ていく。ここでは日本と同じ東アジアの中国、韓国とでのビジネスコストを比較した表をＪＥＴROを基に作成しそれを参考に見ていくことにする。
まずは人件費について。日中間で比較してみると、日本は中国の約１０倍となり、それに加え日本人社員には賞与や様々な手当てもあるため、合算すればそれ以上にもなることが分かる。韓国と比較しても日本は２倍以上あることがわかる。
不動産での比較してみると、外国企業が日本に立地する場合、地方自治体の造成する工業団地に立地することが多い。それは地方債によって調達され、賃貸物件はほとんどない。そのため日本進出を考える外国企業は土地を購入する必要があり、価格も高額であるため初期投資額や資産保有による撤退リスク増加をまねき、対日投資の阻害要因となりうる。
税制についてだが、日本の税制の大きな特徴は法人税が高いことである。日本の法人税は先進国の中では最も高い水準となっており、対日投資を阻害する大きな要因になっている。住民税や所得税は低い水準となっているのに、法人税は依然高いままである。ドイツや中国、シンガポールなど法人税引き下げの政策をとり、対内投資も拡大した国が多い。日本でも法人税引き下げの声は各方面で聞かれるが、実施には至っていない。またアジア各国に比べて外資系企業への税制優遇策などのインセンティブが少ないことも特徴になっている。
　
第二章～先行研究～
対日投資を地方に呼び込むことで地域経済に大きな影響を与えることを実証すべく、海外の地域の特徴をいかした対内投資誘致策と、国内の対日投資誘致策のすぐれたものをモデルケースとして紹介する。ここから、具体的な経済効果（雇用や産業再編など）を述べることを今後の目的にしている。
先行研究①
　
　先行研究として、アメリカ合衆国のオハイオ州を挙げてみる。アメリカにおいては、州や市町村などが広い範囲の自治権を有し、日本の地方自治体と比較すると、自主財源の比率が高く、財源も各団体によって大きく異なっている。現在、アメリカでは、大都市から中小の地方都市への企業移転が続いている。移転の理由には大都市における高い物価、交通混雑、犯罪の多発、従業員の通勤時間の長さ、教育の質の低下など様々な理由があげられるが、安い税金及び安価なあるいは無償の土地の提供などほかの都市の企業誘致政策（インセンティブの提供）も大きな要因の一つである。
　企業誘致は、自主財源をかん養し、確保する手段として、多数の州や市が積極的に取り組んでおり、様々な政策が展開されている。オハイオ州は、１９７０年代以降、特定業種の企業に特定の期間、財産税の免除を提供するなど、積極的に企業誘致をすすめ、日本の自動車メーカーとしては初めてアメリカに自動車組立工場を作ったホンダをはじめ、ゼネラル・モータースなどの企業の誘致に成功している。
　オハイオ州の企業に対する減税措置は、１９７３年当初は経済的に立ち遅れている地域に進出する企業に対してだけ認めるというものであったが、１９７７年、対象を州内全域に拡大した。
　アメリカの人口のうちの６０パーセント、カナダの人口のうちの５１パーセントがオハイオ州から６００マイル（約９６０キロ）の圏内に住んでいるという好立地条件にあわせ、積極的に企業誘致を進めた結果、オハイオ州の工業生産額は過去１０年の間に４６％の増加となり、州経済の堅調な回復ぶりを裏付けたのだ。

　　オハイオ州では、１６６のローンをはじめとする１３種類の企業に対する経済援助プログラム、企業が実施する職員研修に補助をするインダストリアル・トレーニグ・プログラムなど８種類の職業教育プログラム、企業に対しマーケット情報などを提供する１４種類のテクニカル・アシスタンス、オハイオ州出身の偉大な発明家の名をとったエジソン・テクノロジー・センターをはじめとする１１のリサーチ・センターからの技術支援等数多くの経済活性化政策を展開しているが、１９９３年１月１４日に発効した新しい法律である、オハイオ・ジョブ・クリエーション・アクト（ＯＨＩＯ ＪＯＢ ＣＲＥＡＴＩＯＮ ＡＣＴ）に焦点を当ててみる。オハイオ・ジョブ・クリエーション・アクトとは、企業に対する税金の軽減または払戻制度、輸出奨励制度、研究・開発経費に対する税金の免除インフラ整備などを含めた包括的な経済活性化策である。オハイオ州では、オハイオ・ジョブ・クリエーション・アクトにより、州内に移転または州内で業務拡張しようとする企業に対し、新たな雇用の数に応じて税金の軽減（タックス・クレジット）または払戻し（タックス・リベート）を提供し、雇用機会の増加、経済の活性化に努めている。対象となるのは、製造業、ハイテク産業、研究・開発、流通、コンピュータ、テレコミュニケーションなどの産業であるが、本社機能の移転が含まれる場合には上記のカテゴリー以外でも対象とすることとされている。
　この制度の適用を受けるには、フルタイムの従業員を３年間に１００人以上増やすこと、新規従業員の平均賃金が、州の法定最低賃金の１．５倍にあたる１時間あたり６ドル３７セント以上であることが最低の条件である。
　　企業に対する法人税の軽減または払戻の額は、新たに雇用したフルタイムの労働者に対して支払われる企業の個人所得税負担額を計算の根拠に、タックス・クレジット・オーソリティー（オハイオ州開発部長ほか５人のメンバーで構成される）の会合により決定される。
　１９９４年５月までに約１５０社の企業がこの制度の適用を受け、税額の４０％～８５％、７年～１０年の税金の軽減措置を受けている。　オハイオ州は輸出関連産業の盛んな州であり、世界１７２ヶ国と貿易取り引きがある。州としての輸出金額は全米第３位、輸出関連産業で働く労働者の数は全米第４位であり、１０億ドルの輸出につき２５，０００人の雇用機会が生まれるといわれる輸出関連産業の育成にも大きく力を入れている。
　オハイオ州の州都であるコロンバスは国連により、北アメリカで唯一の「トレード・ポイント・センター」に指定されているが、州としては、輸出奨励策の一環として、オハイオ・ジョブ・クリエーション・アクトに輸出奨励に関する規定を設けている。
　その規定によれば、州内の輸出関連業者は、輸出に関連した課税前の利益額の最高１０％を法人所得税から控除することができるとされている。　オハイオで新たな雇用機会を作り出すことができるかどうかは、州政府が州内に存在している航空機、バイオ・テクノロジーやポリマーなどの先端産業育成にリーダーシップを発揮できるかどうかにかかっている」とボイノビッチ知事が述べているとおり、オハイオ州は先端技術産業の育成に積極的であり、エジソン・センターをはじめとする多くのリサーチ・センターを設置していることは前記のとおりであるが、オハイオ・ジョブ・クリエーション・アクトにも先端技術産業の研究・開発に関する経費について税の免除の規定を設けている。
　現在オハイオ州の売上税は５％であり、これに加えて最高１．５％のカウンティ売上税が加算されているが、企業が研究・開発に要する物品を購入する場合、州・カウンティの売上税は免除されることになっている。　オハイオ・ジョブ・クリエーション・アクトには、タックス・インクレメント・ファイナンシング（Tax Increment Financing）と高速道路建設促進基金（Expedited Highway Funding）に関する条項があり、企業が経済活動を行ううえで必要不可欠なインフラの整備にも力を入れている。　タックス・インクレメント・ファイナンシングとは、一般的には、特定のプロジェクトのための土地の取得、先行的経費の支出に対し自治体が債権を発行し、後日、そのプロジェクトから得られる固定資産税をもって市債の返還に充てるというもので、アメリカでよく行われる手法であるが、オハイオ州では、それらに加えて、道路・上下水道なども対象とし、よりいっそうのインフラ整備を図っている。

　車社会であるアメリカにおいては、高速道路は必要不可欠なものであるが、オハイオ・ジョブ・クリエーション・アクトの高速道路建設促進基金には、州指定以外の高速道路・橋の建設事業（本来は市町村が経費を全額負担する）の２０％の経費をガソリン税（州税）から支出する権限を付与する条項が設けられ、通常は市町村が負担しなければならない経費を州が負担することにより、いっそうの高速道路整備促進が図られている。

　このように、オハイオ州はさまざまな取り組みを行い、経済を発展させている。１９９１年から３年間にオハイオ州に移転または州内で業務を拡張した企業は全米第１位の１，３０９社であり、これらの企業により州内に投資された金額は約１５４億ドルにおよび、新たに８２，０００の雇用機会が創出されている。
　オハイオ州の経済は１９９０年１月から１９９１年３月までのリセッション期以降、堅調な回復ぶりを示していたが、特にジョブ・クリエーション・アクト導入後の１９９３年には６８９の企業が州内に移転または州内でビジネスを拡張し（全米第１位）、同年中に約５０億ドルが投資され、新たに３４，１３２の雇用機会が創出されている。
先行研究②
≪外資企業参入による地方経済活性化具体例（チェルシー・ジャパン）≫
～アウトレットモール設立によって与えた影響～
まず（株）チェルシージャパン　とは？
チェルシージャパン(株)は、三菱地所(株)とアメリカのアウトレット専業ディベロッパーであるチェルシープロパティグループの2社の合弁会社で、日本におけるアウトレットセンターの開発、所有、運営を主な業務としております。日本国内で「チェルシー・プレミアム・アウトレット」を展開している企業である。
日本において展開
・「御殿場プレミアム・アウトレット」（2000年7月13日静岡県に開業）
・「りんくうプレミアム・アウトレット」（2000年11月23日大阪府に開業）
・「佐野プレミアム・アウトレット」（2003年3月14日栃木県に開業）
・「鳥栖プレミアム・アウトレット」（2004年3月12日佐賀県に開業）
・「土岐プレミアム・アウトレット」（2005年3月4日岐阜県に開業）
・「神戸三田プレミアム・アウトレット」（2007年7月6日兵庫県に開業）
・「仙台泉プレミアム・アウトレット」（2008年10月16日宮城県に開業）
・「あみプレミアム・アウトレット」（2009年7月9日茨城県に開業）
アウトレットの出店場所を見てみると、大都市圏の中心から100km以内の郊外を中心に、主要高速のインター付近で、かつ、複数の高速道路が交わるジャンクション付近や主要国道沿いであり、大都市圏の都心と有名観光地や国際空港を結ぶ途上であることが多いことが分かる。
チェルシージャパンは都市に程遠い郊外で、交通の便が良い広大な土地に目をつけて次々に新しい店を出店している。次に佐野プレミアム・アウトレットを例に見ていこうと思う。
―佐野プレミアム・アウトレットによる佐野市に与えた経済影響―
まず佐野市とは、栃木県南西部に位置する人口１３万人ほどの中堅都市である。
東北自動車道の佐野藤岡インターに隣接し、交通の便のあるこの佐野市に近年アウトレットモールを中心とした佐野新都市が形成された。
アウトレットを中心に見ていくと、アウトレット設立により連日多くの買い物客が栃木県内のみならず、東京や埼玉、茨城などからも広く客を集めるようになる。事実約７割の買い物客が他の地域から足を運んでいる。この買い物客の多さが佐野市への観光客数を押し上げており、その数は宇都宮、日光市についで県下第三位となっている。設立数年で佐野市の中で最も知名度と集客力の高い施設となった。
年間約500万人もの集客力があるアウトレットの周りには、他の商業施設が集まるようになり、2005年には10個のスクリーンを持つ映画館がオープンした。佐野市では15年ぶりの映画館復活となった。2006年には買い物客や産業団地への商用の客を見込んで2軒のホテルが誕生した。アウトレット設立の結果として佐野市周辺の活性化、雇用機会の拡大に大きな貢献をした。
　近年作られてきた商業施設によって、1990年代を通じて下降し続けていた地元購買率（市内で買い物する市民の割合）が2004年に上昇した。「2004年　栃木県地域購買動向調査より」　またこれらの商業施設の売り上げは年間合計400億は下らないと見られている。
　佐野市は交通の新たな拠点ともなりつつある。2007年1月には高萩・越名地区内のバス発着所が拡充され、佐野新都市バスターミナルとして整備された。ここは高速バスの発着所ともなっており、バスターミナルの整備にあわせ東京・佐野間の高速バスは１日16往復から25往復へ増便された。羽田空港や成田空港、京都や大阪方面へのバスも発着しており、現在乗り入れている高速バスは7社6路線に上る。
　このような多大な影響をアウトレットを設立するだけでもたらすため、地域活性化や観光振興に大きく寄与すると期待され、誘致に動く地方も近年増え続けている。
[参考文献]みずほ地域経済インサイト　2007年4月25日発行
　　　　　集客に成功した栃木県の２都市　②大型商業施設の効果と影響―佐野新都市　http://www.mizuho-ri.co.jp/research/economics/pdf/region-insight/EEI070425.pdf#search='地域経済インサイト 佐野市'
第３章　分析
〈日本の外資誘致の変遷〉
日本は欧米諸国に対して外資誘致参入に出遅れた。その歴史的変遷を見ていくことにする。
昭和初期には日本政府は民族企業を優先していて、外国企業の進出は厳しく制限されていた。６０年代後半になり日本は国際化を目指した。しかし、資本自由化の範囲を限定し、そのペースを遅らせることで事実上は外国企業の日本への進出を制限していた。８０年代、輸入促進と他国からの批判をかわし、乗り切るために、外資に対し規制を緩和し、外国企業の日本への進出を促進した。諸外国との違いは、外資誘致が経済の発展や活性化としてではなく、自国のペースを守るためだった点にある。日本が対日直接投資促進の重要性を唱えたのは、バブルが崩壊し経済が低迷した９０年代になってからであった。このとき日本は海外諸国に対して実に１５年以上もの遅れをとったことになる
＜外国の地方主体による外資誘致の取り組み＞
　世界は、１９８０年代頃から、各国・各地域が競い合って企業の投資を呼び込もうとする、いわば“投資誘致戦争”の時代を迎えている。
　第一次・第二次石油危機により、経済活動は低迷し、失業者は増加した。そのため、経済の維持・発展、雇用確保のため、国境を越えて活動する企業の投資を呼び込むことが不可欠であった。
例としては、アメリカやヨーロッパで行われた、外資に対する制度上の障害を取り払う、インフラ整備する、税制優遇措置をする、公共料金などでのインセンティブを用意するなどがあげられる。
＜日本の外資誘致策の特徴＞
投資優遇措置（インセンティブ）が諸外国に比べて少ない。
各地方自治体による取り組みが横並びで、地域としての独自性がない。
〈地方に呼び込む際の具体的なメリット〉
地方に外資系企業が進出する上で、メリットはもちろん進出する企業自体にも、また、進出される地方自治体にも存在する。
企業側のメリットとしては、
・関東首都圏に対して土地代や人件費が安い
・現時点では競争相手が少ない
・税制優遇
自治体へのメリットとしては、
・税収による財源確保
・労働人口の増加による過疎化の抑制と社会の治安維持
がある。
〈日本の外資誘致の取り組み〉
中央主導の対日投資促進策として
・戦後資本の自由化
・規制緩和を目的とした構造改革特区制度の制定
・JETROによる外資誘致支援
・対日投資会議　　などがある。
地方主導の対日投資促進策として
　・愛知県で行われた先端技術の研究施設や工場等の進出を補助する制度や、その初期投資を軽減する制度がある。
〈地方に対内投資を呼び込む狙い〉
ここで何故、呼び込む先が‘地方’なのかについて考えたい。首都圏ではなく地方である理由は、内なる可能性の模索である。
従来、対内投資を増大させようと、産業振興施設や構造改革特区を認定したりして、中央の日本政府が指揮を執ってきた。しかし、目に見えて対内投資が増えてきたわけではない。中央のみによる政策では限界がある。ここで諸外国との違いである地方自治体の取り組みが横並びの点を考えると、そこに改良できる点があるはずである。そこでその指揮を地方自治体自らに取ってもらい、自治体の特色を十分に生かした政策を行ってもらいたい。そのためには、自治体が望むように施行できるだけ権力を持てるように地方分権が推進されなければならない。つまり、この①対内投資の増大②地方分権の発展③地方経済の発展という三点は切っても切り離せない関係にあり、連動することで更なる効果を発揮し、日本経済に恩恵を与えるはずである。
＜構造改革特区制度とは＞
構造改革特区とは、小泉内閣の構造改革路線のもと、平成14年12月18日、構造改革特別区域法に基づき設置された組織である。地方公共団体が地域の活性化を図るために自発的に設定する区域であって、地域の特性に応じた特定事業を実施し、またはその実施を促進するものをいう。地方公共団体、民間人などから広く提案を募集し、国によって認定されている。構造改革特区制度に認定されると、地域の特性に応じて規制の特例措置が認められ、自由な事業展開が行えるようになる。国には、事業に関するたくさんの規制が存在し、それはしばしば地方の現状には適していないことがあり、地域の独自の発展を阻害している。分野は教育、農業、社会福祉などに及び、それらの分野での構造改革を促進し、地域経済の発展を促す。　また、規制緩和のモデルケースとなり、全国的な規制緩和の足がかりにもなる。
＜なぜ構造改革特区制度の推進が対日投資に重要か＞
非製造業などでは、国内外者を問わない新規参入規制を中心に投資障壁が存在し、今日でも外資系企業の存在しない、聖域と呼べるような分野が多い。そのことにより、外資系企業の日本参入の機会が失われ、対日投資拡大のための大きな阻害要因になっているのである。しかし、このような規制の緩和はあまり進んでいないのが現状である。小泉内閣の構造改革路線は変更され、国の省庁は規制緩和に積極的な姿勢とは言えない。そこで、地方主導で日本全体の規制緩和、構造改革を促すべきであるという考えから、構造改革特区制度の推進を主張する。
＜構造改革特区制度の問題点＞
問題点の一つとして、構造改革特区推進室のメンバーはすべて、各省庁との兼務であることがあげられる。そのため、各分野で利害関係の対立が生まれ、革新的な提案に消極的になる傾向がある。例えば医療分野の規制緩和に厚生労働省は対立する。株式会社の病院経営への参入や外国人医師による医療行為に関して、厚生労働省は激しく抵抗した。また教育分野の規制緩和と文部科学省の対立も生じた。１９８０年代から９０年代にかけて、アメリカの大学が３０以上日本にキャンパスを開校した。しかし現在は３校しか残っていない。多くのアメリカ大学が撤退した原因の一つは、海外大学の日本校は文部科学省から大学として認定されず、有限会社などとして扱われたことにある。このため学生が奨学金や学生割引、国民年金積立の免除等の措置がとれなかったのだ。このように官僚との対立によっていままで大きな提案がつぶされてきてしまった。
また、地方公共団体からの提案が小粒になってきて、大きな規制緩和の案が提出されないことや、地方で実施された規制緩和が、全国では実施されなかったり、実施されるのに時間がかかるケースが多いことも問題である。
＜産業振興施設（ＦＡＺやリサーチパーク等）＞
産業振興施設とは、産業振興のために特定の産業に対して優遇措置を与える施設で、ＦＡＺ（輸入促進施設）やリサーチパークがあげられる。例えばＦＡＺは、外国から輸入された貨物を、税関の輸入許可がまだの状態で関税を留保したまま置いておける場所のことを指す。保税地域は主に港湾や空港の近くに設けられ、貨物船や飛行機から下ろされた貨物が関税納入・輸入許可・通関完了までの間、或いは輸出される貨物が税関手続きを終了するまで蔵置される場所である。日本において、保税地域は財務大臣が指定したり税関長が許可したりして設置される。このような産業振興施設は外資誘致のインセンティブとして使える。しかし、施設の利用状況を見ると空きが多くあったり、有効活用されていないのが現状である。
第４章　政策提言の方向性 

１．地方分権を進め、地域の外資誘致競争を促進させる。（→財源移転等）
２．産業振興施設（ＦＡＺやリサーチパーク等）の設立、または有効活用
３．構造改革特区制度の普及
４．手続きのワンストップサービス化をはかる
３．地方公共団体の中には、構造改革特区制度について知らない人も多くいる。より地方からの提案が活発に行われるように、国はまず特区制度について認知させる仕組みを作らなければならない。また、構造改革特区推進室のメンバーはすべて、各省庁との兼務であることから、民間人も投入し、各省庁との利害関係をなくし、公平な目で、積極的に規制緩和を進めていくべきである。そうすることによって外資の参入の可能性は非常に高まる。
第５章：主要参考文献・引用文献・データ出典
深尾京司・天野倫文著「対日投資と日本経済」2004

小野充人　（財）国際貿易投資研究所「拡大基調を続ける対内直接投資」2007　
経済産業省「外資系企業動向調査概要」2008

ＪＥＴＲＯホームページ www.jetro.go.jp/indexj.html
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（出典）JETRO2007  世界の直接投資残高表参考
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図３　　　　コスト比較表
	比較項目
	　
	横浜（日本）
	ソウル（韓国）
	北京（中国）

	　
	　
	米ドル
	米ドル
	米ドル

	賃金
	1.ワーカー(一般工職)
	3,226.17（月額）
	（1）1,683～2,459（月額）
（2）1,912～2,605（月額）
	307.1～425.4（月額）

	　
	2.エンジニア(中堅技術者)
	4,604.86（月額）
	（1）2,736～3,788（月額）
（2）1,971～3,057（月額）
	331.4～908.0（月額）

	　
	3.中間管理職(課長クラス)
	6,272.91（月額）
	（1）3,257～3,683（月額）
（2）2,663～3,936（月額）
	1,254.9～2,572.9（月額）

	　
	4.法定最低賃金
	8.6/時
	4.02/時間　　　　　　　　　　
32.13/日（8時間）
	100.8/月

	地価・
事務所賃料等
	5.工業団地(土地)

購入価格(平方メートル当り)
	3,578.08
	304.64
	62～76

	　
	6.工業団地借料(平方メートル当り)
	5.16～8.53
	0.18
	5～6

	　
	7.事務所賃料(平方メートル当り)
	42.34
	57.22
	43～49

	　
	8.駐在員用住宅借上料
	マンション：6,174.23
一戸建て：9,317.47
	2,130
	2,499～6,518

	　
	9.調査実施時期
	2009年1月
	2008年1月
	2008年1月


JETROを基に作成
図４　対内投資と対外投資のインバランス
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Unctad,World investment report 2008をもとに作成
